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地域保健健康増進事業報告よりみた大阪府における禁煙指導の現況

池田章子、井岡亜希子、津熊秀明

大阪府立成人病センター がん予防情報センター 企画調査課

【地域保健・健康増進事業報告の概要】

厚生労働省の地域保健 ・健康増進事業報告は地

域住民の健康保持のための効率的、効果的な対策

を推進するための基礎資料として作成されてきた。

当初は「老人保健事業報告」および「地域保健事

業報告」として公表されており、年度ごとに取り

まとめられるようになったのは、前者は昭和58年

度から、後者は平成9年度からである。平成11年

度からは、調査の簡素化、合理化の観点から両報

告を統合し「地域保健・老人保健事業報告」とな

った。平成20年度から老人保健法改正により医療

保険者に義務付けられない事業は、市町村が健康

増進法に基づき実施することとなり、地域保健・

老人保健事業報告の名称は「地域保健・健康増進

事業報告」に改められた。報告は、市区町村から

保健所一都道府県一厚生労働省（保健所を設置す

る市• 特別区は都道府県、指定都市・中核市は厚

生労働省）へと流れ、厚生労働省に集められた情

報は大臣官房統計情報部において集計されている。

平成23年度の地域保健・健康増進事業報告は、平

成25年7月に刊行された。

【研究目的】

地域保健・健康増進事業報告（平成23年度）で

は、全国・都道府県単位だけでなく市区町村別に

も集計が行われている。一方、喫煙による健康影

響は大きく、大阪府では各市町村においてたばこ

対策がなされている。特に、妊婦健診や肺がん検

診の場は禁煙への動機づけに有用であり、妊婦健

診や肺がん検診を通じて、禁煙指導を積極的に実

施することが重要である。本研究では、地域保健

編の妊婦健診と健康増進編の肺がん検診のデータ

に基づき、全国と大阪府における禁煙指導の現況

を比較・検討し、大阪府のタバコ対策に資するこ

とを目的とした。

【方法】

(1)分析に用いた資料

地域保健・健康増進事業報告を用いた。対象

は、 2011年度に市町村および保健所で禁煙指導が

行われた408,128人と2010年度の肺がん検診対象
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者16,019,457人である。データは政府統計の総合

窓口 e-Stat(http://www.e-stat.go.jp/SGl/estat/ 

html/GL02100102.html)よりダウンロードした。

都道府県別人口はe-Statの2010年国政調査に碁づ

いた。

(2)禁煙指導

1)妊産婦に係るデータと禁煙指導における検

診方式、禁煙指導対象者の分類

地域保健・健康増進事業報告では、妊産婦に係

るデータとして、市区町村への妊娠届出者数、妊

産婦保健指導の被指導延人貝数、禁煙指導の被指

導延人員数、常勤保健師数等が取りまとめられ、

禁煙指導については、個別・集団別に、①妊産婦

と②20歳未満（妊産婦・乳幼児を除く）、 ③20歳

以上（妊産婦を除く）に分類されている。以下の

比較では、主に①妊産婦と②＋③妊産婦以外の 2

分類を用いた。

2)全国と大阪府の比較

全国と大阪府における妊娠届出数100人あたり

の妊産婦保健指導の被指導延人員数、禁煙指導の

被指導延人員数、保健師数を算出した。また、妊

産婦では妊娠届出数100人あたりの禁煙指導の被

指導延人員数、妊産婦以外では人口10,000人あた

りの禁煙指導の被指導延人員数を算出し各々の個

別・ 集団別の割合も示した。

3)都道府県別の比較

都道府県別に個別方式における妊娠届出数100

人あたりの妊産婦禁煙指導の被指導延人員数、人

口10,000人あたりの妊産婦以外の禁煙指導の被指

導延人員数、 20歳以上（妊産婦を除く）の健康診

査対象者数100人あたりの禁煙指導の被指導延人

員数を算出 した。

4)府内市町村別のデータ

大阪府内市区町村で実施された禁煙指導の被指

導延人員数を市町村ごとに妊産婦・妊産婦以外の

対象者別、個別・集団方式別に分類、集計し、そ

の割合を算出した。また、医療機関への委託報告

数も再掲した。

(3)肺がん検診における高危険群

肺がん検診では、胸部レントゲン写真のみで行

われるものと、胸部レントゲン写真に高危険群が












